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�愛媛県告示第６３０号
平成３０年５月１４日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人
増穂生産組合

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙４７２番地１

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１１５３番１ ３，８３４

岡 本 耕 明 愛媛県西予市宇和町
山田１８３９番地

愛媛県西予市宇和町
山田５９８番１ほか５
筆

２５，２６１

２ 認可年月日

平成３０年６月１１日
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�愛媛県告示第６３１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市周布土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成３０年６月１９日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

就 任

退 任

発 行 愛 媛 県
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役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 岡 芳 秀 西条市周布１８１５番地

〃 一 色 司 西条市吉田３４７番地１３

〃 越 智 靖 博 西条市周布２９０番地

〃 横 江 重 之 西条市周布１５５１番地

〃 佐 伯 謙 次 西条市吉田１６２０番地２

〃 近 藤 仁 志 西条市周布８２３番地１

〃 鈴 鹿 忠 司 西条市周布１０１１番地２

〃 村 上 義 明 西条市吉田１２７７番地

〃 宇佐美 貴 史 西条市吉田１４５番地

〃 越 智 優 西条市吉田１４７１番地

〃 越 智 強 西条市吉田６１１番地

〃 吉 木 隆 夫 西条市吉田７８４番地２

〃 武 田 隆 西条市石田５７６番地

〃 山 内 昭 一 西条市北条４９８番地２

〃 一 色 伸 昭 西条市周布３６６番地２

〃 平 塚 敏 勝 西条市周布４５８番地２

監 事 日 野 修 西条市吉田５１３番地

〃 首 藤 誠 西条市吉田２４７番地２０

〃 栗 田 房 信 西条市周布２０００番地

〃 平 塚 利 政 西条市周布８２５番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 一 色 宣 征 西条市周布１５９１番地

〃 鈴 鹿 勝 西条市吉田４６７番地

〃 栗 田 房 信 西条市周布２０００番地

〃 大 岩 稔 宜 西条市周布７３番地

〃 村 上 義 明 西条市吉田１２７７番地

毎週（火・金）曜日発行 第２９８５号 平成３０年６月１９日

平成３０年６月１９日火曜日 第２９８５号

愛 媛 県 報
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監 査 公 表
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�愛媛県告示第６３２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

今治市土地改良区の定款の変更を認可した。

平成３０年６月１９日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

�愛媛県告示第６３３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公表第８号
平成３０年４月１７日付けで黒川敦彦ほか４名から提出された愛媛県知事に関する措置請求について、次のとおり決定した。

平成３０年６月１９日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 大 西 渡

同 梶 谷 大 治

決 定 書

請求人 今治市 黒 川 敦 彦 様

同 西条市 武 田 宙 大 様

同 今治市 秋 本 桂 子 様

同 今治市 坂 元 寛 子 様

同 今治市 越 智 芳 子 様

平成３０年４月１７日付けで提出された「住民監査請求書」について、次のとおり決定する。

主 文

本件請求を棄却する。

第１ 請求の内容

請求人らから平成３０年４月１７日付けで提出された住民監査請求書の内容及び意見陳述の内容を総合すると、請求の要旨は次のとおりで

ある。

なお、平成２９年度における補助金１３億９８３２万１０００円については、平成３０年度以降に負担を求められる見込みの補助金と同じく支出の差

止めを請求するものであったが、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第２４２条第３項の当該行為が違法である

と思料するに足りる相当な理由や当該行為により当該地方公共団体に生ずる回復の困難な損害を避けるための緊急の必要という、当該行

為を停止すべきことを勧告できる要件を満たしておらず、当該行為は完了したことから、監査委員の職権により、請求の内容を一部修正

した。

１ 請求する措置

今治市（以下「市」という。）における学校法人加計学園（以下「事業実施主体」という。）の岡山理科大学獣医学部キャンパス

（以下「今治キャンパス」という。）建設に関し、市が事業実施主体に交付する予定の補助金総額９６億円のうち、平成２９年度において

愛媛県（以下「県」という。）が負担を求められた補助金の返還を市に対して求める措置を請求するとともに、平成３０年度以降に負担

を求められる見込みの補助金については支出を行わない措置を講ずるよう求める。

２ 請求の理由

� 県は、市に対して平成２９年度において補助金１３億９８３２万１０００円を支出し、平成３０年度以降のものを含めると総額では約３１億円を支

〃 高 橋 敦 西条市周布１３３８番地

〃 頼 木 博 西条市三津屋南１１番１６

〃 平 塚 敏 勝 西条市周布４５８番地２

〃 一 色 司 西条市吉田３４７番地１３

〃 山 内 隆 西条市石田５２９番地

〃 藤 岡 芳 秀 西条市周布１８１５番地

〃 越 智 靖 博 西条市周布２９０番地

〃 越 智 康 博 西条市吉田６２８番地１

〃 矢 畑 正 美 西条市周布２０９６番地

〃 宇佐美 貴 史 西条市吉田１４５番地

〃 山 内 邦 敏 西条市北条５８９番地

監 事 佐 伯 孝 西条市周布９８９番地４

〃 鈴 鹿 忠 司 西条市周布１０１１番地２

〃 日 野 修 西条市吉田５１３番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第１０９１５号 平成２７年
７月２７日 �プログレス 山口 桂司 南宇和郡愛南町御荘平城

３６２８－２
平成３０年
５月９日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

愛 媛 県 報平成３０年６月１９日 第２９８５号

４９７



出することが見込まれるが、県が市に補助金を支出する理由が明らかでない。市は事業実施主体への補助金支出に当たって市議会で

の議決書に「愛媛県覚書に定める額」と記載しているが、覚書の内容や金額も明らかになっていない。

� そもそも、事業実施主体は、今治キャンパス建設費の見積りもきちんととっておらず、請求人らが入手した設計図面に基づいて専

門家に試算してもらったところ、同等の建物を建設するために要する費用の２倍から３倍近い建設費となっていた。このように市か

ら事業実施主体への補助金の支出は、事業実施主体のずさんな計画に基づく内容となっており、税金の無駄遣いであることから、県

は、市への補助金を支出するべきではない。

� 本来、国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）に基づく国家戦略特別区域（以下「国家戦略特区」という。）の制度という

ものは、公共性を考え、公平な審査をしないといけないにもかかわらず、「首相案件」として、市及び今回の事業実施主体ありきで

選定が進められるという異常な手続であったのではないかとの疑惑が浮上している。したがって、県議会で一部とはいえ補助金の支

出の決議をしたといえども、こうした新たな事態を踏まえ、県としても補助金の支出については、今一度、立ち止まって考える必要

があるのではないか。

第２ 監査の実施

本件請求は、平成３０年４月１７日に受付し、要件審査の結果、自治法第２４２条に定める要件を具備していると認め、同月２４日これを受理

し、次のとおり監査を実施した。

１ 証拠の提出及び陳述

請求人らに対して、自治法第２４２条第６項の規定により、平成３０年５月９日に証拠の提出及び陳述の機会を与えた。

２ 監査実施日

平成３０年５月２５日に監査を実施するとともに、必要に応じ関係職員から説明を聴取し、関係資料、証拠書類等の確認を行った。

３ 監査対象機関

愛媛県企画振興部地域振興局地域政策課を対象に監査を実施した。

第３ 監査の結果

１ 事実関係

� 補助制度の概要について

ア 目的

今治新都市中核施設（県、市及び地域振興整備公団（現在の独立行政法人都市再生機構）の三者が締結した今治新都市開発整備

事業に関する覚書（以下「三者覚書」という。）の記の１１の中核施設をいう。以下同じ。）として整備が進められている今治キャ

ンパスの新設について、規制緩和に向けた構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号）に基づく構造改革特別区域（以下「構造

改革特区」という。）及び国家戦略特区の申請や過去の今治新都市中核施設の整備に関する経緯を踏まえ、広域交流の促進等に資

する施設の整備を推進し、人材の育成（慢性的に不足している公務員獣医師の確保）や地域の活性化（地域経済の活性化、若者の

地元定着の促進等）を図るため、市が今治キャンパスを開設する事業実施主体に対し補助する金額の一部を補助する（愛媛県今治

新都市中核施設整備費補助金交付要綱（平成３０年３月１９日制定。以下「県要綱」という。）第１条）。

イ 事業概要

� 補助金の名称

今治新都市中核施設整備費補助金

� 交付先

市

� 対象経費

市が今治市大学立地事業費補助金交付要綱（平成２９年３月３日制定。以下「市要綱」という。）第４条第１項の規定により補

助対象経費としている経費のうち、愛媛県知事（以下「知事」という。）が認めるもの（県要綱第２条第１項）。

なお、市要綱における補助対象経費は、私立学校法施行規則（昭和２５年文部省令第１２号）第２条第１項第６号に定める「経費

の見積り及び資金計画を記載した書類」（以下「経費見積書」という。）に記載する設置経費（以下「設置見積経費」という。）

である旨規定されている（市要綱第４条第１項）。

� 補助金の額

市が事業実施主体に対し補助する額の３分の１の範囲内であって、予算で定める額を上限とする（県要綱第２条第２項）。

なお、市の補助金は、補助対象経費の２分の１の範囲内であって、予算で定める額を上限とし（市要綱第５条）、各年度の補

助金については、当該年度までにおける工事等の出来高と補助対象経費に要した支払額のいずれか低い額を出来高確認額とし、

当該出来高確認額の２分の１から既に事業実施主体が支払いを受けた部分に相当する額を控除した額を、各年度における補助金

の額としている（市要綱第１６条第１項）。

� 支援期間

平成２９年度から平成３１年度まで（予定）

� 平成２９年度補助金額

１３億９８３２万１０００円

� 今治市獣医師養成系大学・学部設置及び補助金支出までの経緯

愛 媛 県 報平成３０年６月１９日 第２９８５号

４９８



平成１２年６月２０日 三者覚書の締結
（県と市は、広域交流の促進、地場産業の振興、文化交流拠点の形成及び人材育成に資する中核施設等の必要な諸施設の整備
を強力に推進することなどを約定）

平成１９年～平成２７年 構造改革特別区域法第３条第３項の規定による提案募集に対し、県と市は、地域振興の観点から、地域を限定した大学獣医
学部の設置を、計１５回にわたり提案

平成２７年６月４日 国家戦略特別区域法第５条第７項の規定による提案募集に対し、市は、これまでの構造改革特区の提案と内容を一本化し、
獣医師養成系大学・学部の設置に向け、「国際水準の獣医学教育特区」の新設を提案

平成２７年６月３０日 政府成長戦略「日本再興戦略改訂２０１５」の閣議決定により、「獣医師養成系大学・学部の新設に関する検討」が明記された。

平成２８年１月２９日 国家戦略特別区域を定める政令の一部を改正する政令（平成２８年政令第２９号）の公布、施行
（市を含む区域を国家戦略特区に指定）

平成２９年１月４日 ○ 文部科学省関係国家戦略特別区域法第２６条に規定する政令等規制事業に係る告示の特例に関する措置を定める件（平成２７
年内閣府・文部科学省告示第１号）の一部改正（以下「共同告示改正」という。）
（平成３０年度に開設する獣医師養成系大学１校に限り、新設が可能となる。）

○ 国家戦略特別区域法第７条第２項の規定による特定事業の実施主体の公募（平成２９年１月１１日まで）

平成２９年１月２０日 国家戦略特別区域法第８条第７項の規定による区域計画（以下「区域計画」という。）の審議、認定
（区域計画に、前記公募の結果を踏まえた事業実施主体を明記）

平成２９年３月３日 市議会において、事業実施主体への土地の無償譲渡及び大学立地事業費補助金の債務負担行為（９６億円）を議決（平成２９年
３月３１日交付決定）

平成２９年４月１７日 文部科学大臣による事業実施主体への大学の学部設置に係る寄附行為の変更認可

平成２９年１０月３日 市長が自治法第１７４条の規定に基づき、学識経験者５名を今治市大学設置事業専門委員に選任し、調査を委託（平成３０年１
月２１日まで）
なお、県は、専門委員連絡会議（計４回）にオブザーバーとして参加

平成２９年１１月１４日 文部科学大臣による事業実施主体への大学・学部に係る設置認可

平成２９年１１月２４日 市長から知事に対し、今治市大学立地事業費補助金に対する財政支援を要請

平成２９年度２月補正
予算案提案前

県は、市から今治市大学立地事業費補助金に関する関連資料の提供を受け、補助対象経費を精査

平成３０年３月１９日 ○ 県議会第３５６回定例会において、本件補助金を含む平成２９年度２月補正予算案が可決・成立
○ 市から県に「平成２９年度愛媛県今治新都市中核施設整備費補助金交付申請書」の提出

平成３０年３月２０日 県は、平成２９年度の本件補助金１３億９８３２万１０００円を交付決定し、市へ通知。支出負担行為整理日
（平成３０年３月２９日 会計管理者確認）

平成３０年３月３０日 市から県に「平成２９年度愛媛県今治新都市中核施設整備費補助金実績報告書」の提出
県は、平成３０年３月３０日付けで事業が適正に実施されていることを確認

平成３０年５月８日 県は、前記確認結果に基づき、補助金の額の確定を市へ通知

平成３０年５月９日 市から県に「平成２９年度愛媛県今治新都市中核施設整備費補助金精算払請求書」の提出（平成３０年５月１０日受理、同月２９日
付け支出決議）

平成３０年５月３１日 県は、市に対して、平成２９年度の本件補助金１３億９８３２万１０００円を支出

２ 結果

前記１の事実関係を踏まえた本件請求の監査結果は、次のとおりである。

� 違法性の承継の有無について

請求人らは、国家戦略特区の指定から区域計画の認定に至る一連の手続が公平性に欠けるため、県の市への本件補助金の支出は違

法又は不当であると主張している。

この点について、財務会計上の行為が違法性を帯びるのは、仮にこれに先行する原因行為に違法事由が存する場合であっても、財

務会計上の行為自体が財務会計法規上の義務に違反する違法な場合に限られると解されており、また、財務会計上の行為がこれに先

行する原因行為に基づく場合において、当該原因行為が行政組織上独立の権限を有する他の機関の権限に基づいてされた行為である

ときは、予算の執行機関の職務権限を有する地方公共団体の長は、独立の権限を有する他の機関の固有の権限の内容にまで介入し得

るものではなく、他の機関の原因行為が著しく合理性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵がある

ときでない限り、当該行為を尊重し、その内容に応じた財務会計上の措置を採るべき義務があり、これを拒むことは許されないもの

と解されている（最判平成４年１２月１５日参照）。

これを本件についてみると、前記国家戦略特区の指定、共同告示改正及び区域計画の認定のいずれも、国家戦略特別区域法その他

の関係法令にのっとって、国において正式に行われたものであり、現時点において、一連の手続の過程が違法であるとか、又は著し

く合理性を欠き、予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵が存するものとする事実は認められない。

また、市における事業実施主体に対する補助金交付の過程については、市議会の議決を経て、債務負担行為（自治法第２１４条及び

第２１５条第４号）が定められているものと認められる。さらに、今治市大学設置事業専門委員が補助金交付に関し、調査を行ってお

り、市要綱の内容については「交付決定の際に一定の合理性が確保されているうえ、確定作業の際に更に内容を精査することができ

るものとなっており、一般的な補助金の交付要綱の内容と大きく異なるところはなく、特段不合理なものであるとはいえません」

（平成３０年１月１２日付け岩本直樹今治市大学設置事業専門委員の「調査報告書」（以下「岩本報告書」という。）６頁参照）との報

告がなされ、また、市の補助金の交付手続や自治法第２３２条の２の公益上の要件についても、「本件補助金の交付決定を行い、本件
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契約に基づき本件土地を無償譲渡した市長の判断については、その裁量権を逸脱、濫用するような事情があると評価することはでき

ず、違法性は認められない」（岩本報告書１３頁参照）との報告や「補助金交付に関して、その内容及び手続きに関する瑕疵や遺漏は

見当たらず、要請されている補助金支出の支援のあり方についてもその正当性を認めなければならず、補助金支出についても妥当な

手順を踏んでいると受け止めなければならない」（平成３０年１月２１日付け妹尾克敏今治市大学設置事業専門委員の「今治市大学設置

事業に関する意見書」（以下「妹尾意見書」という。）８頁参照）との報告がなされているところ、これらの報告に不合理な点は見

当たらない。

したがって、県における本件補助金の支出という財務会計上の行為に先行する国家戦略特区の指定や市の補助金交付決定等の一連

の手続において、著しく合理性を欠き、そのため予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕疵があるとは認められず、県におけ

る財務会計上の行為自体の違法性の有無の判断には何ら影響がないのであるから、請求人らの主張には理由がない。

� 補助金支出の理由について

請求人らは、特定の学校法人に対して補助金を交付することは、平等原則に反するとともに、公益上の必要（自治法第２３２条の２）

も認められないと主張しており、これは、知事の裁量権を逸脱・濫用した違法な支出であるとの主張と解される。

ところで、地方公共団体の長の公益上の必要性に関する判断に裁量権の逸脱又は濫用があったか否かは、当該補助金交付の目的、

趣旨、効用及び経緯、補助の対象となる事業の目的、性質及び状況、当該地方公共団体の財政の規模及び状況、議会の対応、地方財

政に係る諸規範等の諸般の事情を総合的に考慮した上で検討すべきであるとされている（広島高判平成１３年５月２９日参照）。

これを本件についてみると、県の本件補助金の支出の前提となる市の補助金については、私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第

５９条及び私立学校振興助成法（昭和５０年法律第６１号）第１０条等において、地方公共団体は学校法人に対し、補助金の支出等の必要な

助成を行うことができるとされているところ、市は、これらの規定に基づき、学校法人である事業実施主体に対して、正式な区域計

画の認定や大学・学部の設置認可を経て開設される今治キャンパスに係る設置見積経費に対して補助金を交付しているのであって、

市に対する住民監査請求においても、市の補助金の交付決定は法令等に基づいて適正に行われたものであり、違法又は不当な点はな

いと判断されている（平成２９年８月１０日付け住民監査請求監査結果１１頁参照）。

次に、県から市に対する本件補助金については、実質的には事業実施主体による大学・学部の設置経費に対する財政支援であると

ころ、前記私立学校法及び私立学校振興助成法の規定等に基づく学校法人への必要な助成の可否の判断は、県においても妥当する。

すなわち、本件補助金は、今治新都市中核施設として位置付けられている今治キャンパスを誘致することにより、若年者の地元定着

の促進といった地域の活性化等を図ろうとする市の取組に対する支援として県が市に対して支出するものであるところ、前記１�の
とおり、県としては、市とともに今治新都市中核施設の整備を強力に推進する旨を約定した経緯に加え、四国地域における獣医師

（特に公務員獣医師）の安定確保、大学立地に伴う地域の活性化を図る観点から、獣医師養成系大学・学部の設置に係る規制緩和の

実現に向け、県と市が構造改革特区の提案を推進し、あるいは県が市の国家戦略特区の提案を支援してきた経緯等からみて、事業実

施主体による今治キャンパスの設置に対する市の補助金交付について公益上の必要性を認めた上で、平成２９年１１月２４日付け市からの

財政支援要請を受諾したものと解されるのであって、県が市に本件補助金の支出を行うことには、何ら違法又は不当な点はない。

なお、請求人らは、市議会での議決書における「愛媛県覚書に定める額」の内容や金額が不明であると主張しており、当該議決書

とは「平成２８年度今治市一般会計・特別会計補正予算書及び予算に関する説明書」（平成２９年３月３日市長より市議会へ提出）を指

すものと解されるが、当該説明書には「愛媛県が定める額」と記載されており、本件補助金の内容や金額に関する県と市との覚書は

存在していない。

したがって、本件補助金の支出においては、知事の裁量権の逸脱・濫用を証する事実はないのであるから、請求人らの主張には理

由がない。

� 最少経費原則に違反する事実の存否について

請求人らは、事業実施主体における今治キャンパス建設費がずさんな見積りにより、同等の建物を建設するよりも過大に計上され

ているので、このような事業実施主体のずさんな計画に基づく内容で補助金を支出するべきではなく、最少経費原則（自治法第２条

第１４項）に違反している旨主張している。

この点に関する本件における事実関係は、次のとおりである。

ア 経費見積書に記載された総事業費約１９２億円の内訳は、次のとおりである。

なお、当該経費見積書は、事業実施主体における今治キャンパスの設置に係る寄附行為の変更認可申請に当たり、私立学校法施

行規則第４条第４項において準用する同条第２項の規定に基づき文部科学大臣宛てに提出されたものであり、大学設置・学校法人

審議会学校法人分科会（以下「学校法人分科会」という。）における審査に付されている。

� 建築工事費等 １４８億円（設計監理、地形測量・地質調査等を含む。）

� 機器等 ３０億円

� 図書備品等 １４億円

イ 経費見積書記載の総事業費のうち事業実施主体の自己調達財源９６億円については、学校法人分科会において、事業実施主体の平

成２８年３月期における余剰金の範囲内であり適正との結論を得た上で、大学の学部設置に係る寄附行為の変更の認可を受けている

ことから、「９６億円の設置財源も余剰金の範囲内であると言えます」とされている（平成３０年１月１７日付け森貴弘今治市大学設置

事業専門委員の「調査結果報告書」５頁参照）ほか、前記１�イ�及び�からみて、事業実施主体が市から交付を受ける補助金の
額は、あくまでも補助対象経費となる設置見積経費の２分の１の範囲内にとどまるところ、「残りの経費は学校法人が自ら負担し
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第３０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成３０年６月１９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７４，２９７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，４８６

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，７８７

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

なければならないのですから、この観点からしても、経費が増大することに対しては一定の自己抑制機能が働いていると評価する

ことができます」とされている（岩本報告書５頁参照）。

ウ 経費見積書記載の総事業費の大部分を占める校舎建築費については、入札・契約手続において、市要綱第８条第１号の原則とし

て競争入札によらなければならないとの規定を遵守し、「敢えて、「指名競争入札方式」を採用したもの」とされているほか（妹

尾意見書９頁参照）、仕様書、積算や単価に関しても「発注仕様書は民間工事として一般的で、入札予定価格算定の根拠も適切な

概算手法を採用しており、また工事費内訳書、一式見積書に関しても疑問点はなく、校舎建設費は適正であると判断しました」と

されている（平成３０年１月１９日付け村上徹今治市大学設置事業専門委員の「調査結果報告書」５頁参照）。

エ 経費見積書記載の総事業費の一部である研究施設・設備等についても、ＢＳＬ（バイオセーフティレベル）対策を中心とする実

験室等の安全性、備品等取得費の単価、数量の妥当性といった経済性、ライフサイエンスの総合的研究や医療機能に必要な設備、

備品が整備されているかといった機能性等の観点から調査がなされ、「調査対象施設の安全性、設備機器および図書・資料等の妥

当性について、特段の問題は認められなかった」とされている（平成３０年１月１９日付け坪井敬文今治市大学設置事業専門委員の

「今治市大学設置事業専門委員 報告書」５頁参照）。

オ 前記アからエまでの点などを踏まえ、今治市大学設置事業専門委員からは総事業費そのものは妥当との結論が出され、県として

も、当該結論に不合理な点は見当たらないと評価したものの、なお本件補助金を市に交付するに当たって、県要綱第２条第１項の

規定に基づき、市が補助対象経費としている経費の内訳が県の補助金の交付の対象となる経費と認められるものであるかどうかを

判断するため、県を挙げて専門的知見を生かして、精査を実施した。

精査を行うポイントは、次の４点であり、これらのポイントに照らして適否の判断がつかないものは、補助対象経費から除外さ

れた。

� 公共単価との差額（建物の直接工事費等）

� 仕様が高級であると認められるもの（指定銘木等）

� 目的外又はＰＲ性が高いと認められるもの（学園名入り看板等）

� 運営費と認められるもの（雑誌の年間購読費等）

その結果、精査前の事業に要する経費１９２億２０２９万５３０２円に対し、精査後は１８６億４１６３万３９５２円となり、県の補助金の交付の対象

となる経費は、５億７８６６万１３５０円の減額となっている。

カ 前記オによる精査後の県の補助金の交付の対象となる経費を基礎として、市は、市要綱に基づき平成２９年度出来高払として、事

業実施主体に対し補助金額４１億９４９６万５０００円を支出し、県は、市の補助金の額の３分の１である１３億９８３２万１０００円を市に対して支

出している。

以上の事実関係をみると、事業実施主体が設置認可を受けた今治キャンパスの獣医学部としての機能性、安全性を担保していると

市が確認した上で、県は、最少経費原則にのっとり補助対象経費の精査を行ったと解するのが相当であって、請求人らの主張には理

由がない。

第４ 結論

以上のとおり、県から市に対して、平成２９年度分として支出した本件補助金については、知事の裁量権の逸脱・濫用その他違法又は不

当な点は認められないことから、市に対して本件補助金の返還を請求するよう求める請求人らの請求には理由がない。

また、県が平成３０年度以降において市に対して支出する見込みの補助金についても、平成２９年度分として支出した本件補助金と異なる

事実はないことから、平成３０年度以降において市に対する補助金の支出をしないよう求める請求人らの請求には理由がない。

よって、主文のとおり決定する。

平成３０年６月１４日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 大 西 渡

同 梶 谷 大 治

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，９３２ １４，６４４

愛 媛 県 報平成３０年６月１９日 第２９８５号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書について、民進党愛媛県第１区総支

部から訂正の報告があったので、同法第２０条第１項の規定に基づき、政治団体の収支報告書の要旨の公表（平成２９年１１月愛媛県選挙管理委

員会告示第８８号別記）の一部を次のとおり訂正する。

平成３０年６月１９日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成２８年分

政党の支部

（訂正後）

政治団体の名称 民進党愛媛県第１区総支部

報告年月日 Ｈ２９．６．７

１ 収 入 総 額 ５４１，６０６円

前年繰越額 １０６，５６２円

本年収入額 ４３５，０４４円

２ 支 出 総 額 ２３４，３８０円

３ 翌 年 繰 越 額 ３０７，２２６円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（２３９人） ４３５，０００円

その他の収入 ４４円

１件１０万円未満のもの ４４円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 １４３，１０６円

事務所費 １４３，１０６円

政治活動費 ９１，２７４円

組織活動費 ９１，２７４円

（訂正前）

政治団体の名称 民進党愛媛県第１区総支部

報告年月日 Ｈ２９．６．７

１ 収 入 総 額 ５４０，６０６円

前年繰越額 １０６，５６２円

本年収入額 ４３４，０４４円

２ 支 出 総 額 ２３４，０５６円

３ 翌 年 繰 越 額 ３０６，５５０円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（２３８人） ４３４，０００円

その他の収入 ４４円

１件１０万円未満のもの ４４円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 １４２，７８２円

事務所費 １４２，７８２円

政治活動費 ９１，２７４円

組織活動費 ９１，２７４円

南 宇 和 郡 １９，３４６ ６，４４９

松山市・上浮穴郡 ４３８，２８１ １３９，７１４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４１，７１４ ４７，２３８

宇和島市・北宇和郡 ７９，０９１ ２６，３６４

八幡浜市・西宇和郡 ３８，５６８ １２，８５６

新 居 浜 市 １００，８７２ ３３，６２４

西 条 市 ９２，３９５ ３０，７９９

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５２，０９８ １７，３６６

伊 予 市 ３１，６２６ １０，５４２

四 国 中 央 市 ７４，６３８ ２４，８８０

西 予 市 ３３，５４０ １１，１８０

東 温 市 ２８，１９６ ９，３９９

愛 媛 県 報平成３０年６月１９日 第２９８５号
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公営企業告示

�愛媛県公営企業告示第６号
次のとおり落札者を決定した。

平成３０年６月１９日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

放射線治療装置 １式
（月額賃借料／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３０年６月７日
ＮＴＴファイナンス株
式会社四国支店
愛媛県松山市二番町三
丁目６番地

１０，３５７，５２４円 一般競争入札 平成３０年４月２０日

平成３０年６月１９日 発行
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